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－郵便事業の沿革－

１８７１（明治４年） 郵便創業 （東京・大阪間開始）

２００３（平成１５年） 日本郵政公社発足

２００７（平成１９年） 郵便事業株式会社設立

１９６８（昭和４３年） 郵便番号制の実施
読取区分機の導入

１８９２（明治２５年） 小包郵便の取扱開始

１９８６（昭和６１年） 鉄道郵便の廃止
トラック・航空輸送の増強

郵便輸送車（明治４１年）



3

日本郵政グループ誕生と郵便事業（株）の発足
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日本郵便（郵便事業株式会社）の概要

物流事業物流事業

宅配便事業宅配便事業

郵便・メール事業郵便・メール事業

【 事 業 領 域 】

・紙を媒体のメディア

・車両中心の輸送業

・全国の窓口拠点、配送拠点

日本郵便の現状

■ 車両保有台数

① 小型貨物自動車 １，９００台

② 軽貨物自動車 ２２，６００台

③ 自動二輪車 ８９，７００台

■ 種類別取扱物数

① 通常郵便物 ２０，５８３百万通

② ゆうパック ２６４百万個

③ ゆうメール ２，５４１百万個

■ 支店数等
① 支店数 約１，１００箇所
② 集配センター 約 ２，６００箇所

■ 社員数
約２４０，０００人（非正規社員含む）

（２００９年度資料）
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郵便の集配・輸送システム

〒

〒

〒

統括支店 統括支店 〒

〒

〒

〒

一般支店

一般支店

差出ポスト：約１９万本

引受窓口：約２．４万箇所
配達数 ：約６，８００万通／日

配達箇所：約３，２００万箇所／日
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環境への配慮に対する要請 －諸外国及び日本のＣＯ２排出量－
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輸送分野の減
▲19％

環境への配慮に対する要請 －日本郵便のＣＯ２削減目標－

事業拡大による
増加見込み分：
+18％

施設分野の減
▲7％

ＣＯ２削減主要施策

①環境対応車両の導入
②車両積載率の向上
③エコ安全ドライブの推進
④エコ・オフィスの実現

２００６年
(基準年度)

２０１２年度

総削減量

▲26％

事業会社としての純減
▲8％

日本郵便のＣＯ２削減目標 ２０１２年度に８％削減 （2006年度比）
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バリューチェーン全体から見た環境対応の着眼点

自社排出ＣＯ２

引受
地域内
輸送

地域間
輸送

配達

・植樹活動

川下に位置する
企業の義務

・古紙配合率
の向上

・調達物品に
対する要求

荷主・供給企業の効率化、ＣＯ２削減

印刷製紙
廃棄
ゴミ木の伐採

区分機

車両

・
・
・

顧客の効率化、ＣＯ２削減

社会全体の
効率化、
ＣＯ２削減

自身のＣＯ２削減

・資源回収、リサイクル
・顧客のＣＯ２削減機会を提供
（カーボンオフセット年賀）
・ 電気自動車の普及
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郵便車両の現状

• 貨物自動車（１トン車以上）１，９００台

• 軽貨物自動車 ２２，６００台

• 自動二輪車 ８９，７００台

• 自転車 ９，７００台

計 １２３，９００台

集配用車両の配備台数

0 20 40 60 80 100

(千台)

集配用車両配備台数 （2007．10現在）

環境対応車両に順次更新
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環境対応車両の導入方針

環境対応車両の開発等に対応した輸送配達体制の構築

■電気自動車の導入
・ 集配車両（軽四貨物）はＥＶを主体に導入
・ バイクも技術開発にあわせて導入

■ハイブリッド車の導入
・ ２トン車にハイブリッド車導入中

・ 貨物自動車は全てハイブリッド化

集配車両の走行パターン

・頻繁な発進と停止

・比較的に短距離走行

・都市部と山間部では相違

■リヤカー付電動アシスト自転車の配備拡大
・ 都市部を中心にリヤカー付電動アシスト自転車を配備
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電気自動車４０台の実配備をスタート

神奈川県、東京電力との合同導入式でのアイミーブ

（７月２３日 神奈川県庁にて）

鎌倉支店に配備されたプラグインステラ

（鎌倉市内にて）

平成２１年７月から、リチウムイオン電池
を搭載した初の量産型次世代電気自動
車４０台を、神奈川県内の支店を中心に
配備開始。
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電気自動車導入の手順

（電動バイク）

（集配用ＥＶ）

（プラグインＨＶ）

（乗用ＥＶ）

２０１Ｙ年２０１Ｘ年２００９年２００８年

業務運行上の条件

地理・気候的条件

ＥＶ技術の発展と
商品開発

郵便業務での
実証実験

本格導入

実証実験

実 証 実 験 本格導入 新たな展開

実 証 実 験 本格導入 新たな展開

試験的配備１０台 本格導入 新たな展開

一般業務用・営業用に４０台配備開始 本格導入
新たな展開

充電設備ほかインフラ整備
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国・自治体によるＥＶ・ｐＨＶ普及促進事業への参加・協力

国の施策

・ 環境省 「電気自動車等使用実証・導入促進事業」 （２０年度補正予算）

・ 経産省 「ＥＶ ・ ｐＨＶタウン構想」 （２１年度）

自治体の施策

・ 神奈川県 「かながわ電気自動車普及推進協議会」
－２０１４年度までに県内３，０００台のＥＶ普及－

・ 東京都 「次世代自動車（ＥＶ・ｐＨＶ）普及のための検討・調整連絡会」

・ 大阪府 「大阪ＥＶアクション協議会」

・ EV１００台イベントｉｎ五島（Ｈ22.7開催）への参加等

ＥＶの開発・普及促進

・ 貨物用ＥＶの開発協力・運輸配送市場におけるＥＶ導入の先導役

・ ＥＶ用インフラ整備への協力（充電設備のお客様駐車場設置等）

・ 海外郵政事業体との共通規格化による郵便用ＥＶ開発促進

・ 電気自動車の特性（無音、無臭、無振動）を活かした経営改革、生活革新
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エコ安全ドライブの浸透 －経営風土改革への挑戦－

エコ安全ドライブへの取組み

燃料使用量削減率

全国の支店において実施した
「エコ安全ドライブコンテス
ト」による燃料削減状況

・ ドライバー １４０，０００人

・ 車両（四輪、小型貨物含む）約２５，０００台

・ バイク（原付を含む） 約９０，０００台

・ 年間燃料 約１００億円

・ ドライバー １４０，０００人

・ 車両（四輪、小型貨物含む）約２５，０００台

・ バイク（原付を含む） 約９０，０００台

・ 年間燃料 約１００億円

平成２１年度実績
（対前年度比）

・燃料使用量 ▲ １．９％

・交通事故件数 ▲２５．１％
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エコ・オフィス －施設の環境対応－

・照明･空調設備改修

設備経年更改時に高効率設備への改修

・エコ・オフィス、社屋

経年立替時の環境社屋設計

・再生可能エネルギー発電
使用電力に太陽光発電等の再生可能エネルギーの活用

・省エネ活動
電力節減やエコ教育
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カーボンオフセット寄附金付年賀・かもめーる

２０１１年カーボンオフセット年賀はがき
アルゼンチンにおける風力発電事業



17

マ
ッ
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グ
寄
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寄
附
金

CDM排出権取得・償却事業実施団体

・子どもたちむけの環境教育事業

・カーボンオフセット認知拡大促進事業

・低炭素社会を実現するための交流型カーボンオフ

セットファーミング実践及び普及事業

（平成２１年度配分事業実施例）

カーボンオフセット寄附金の仕組み

日本郵便お客様

は
が
き
１
枚
に
つ
き

１０円

５円 ＋ ５円

さらに地球温暖化防止
活動に対し別枠で助成

寄附金

途上国における
CDMプロジェクト

地球温暖化防止活動事業実施

寄
附
金移転

・
消却

排
出
権
取
得

国別登録簿

（消却口座）

平成２１年度実績
４１，２００トン

購
入
依
頼

排出権
提供事業者

購
入

※ 国内での排出権

Ｊ－ＶＥＲを平成22
年度から追加
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ＣＤＭ排出権取得・償却事業助成（20年度事例）

２５
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ＣＤＭ排出権取得・償却事業助成（20年度事例）
新たな展開

ゆうちょ銀行ＪＰバンクカードポイントの交換に
よる寄附を、新たに寄附金の原資として追加

１ ゆうちょカードポイントの参加

２ 寄附金による国内プロジェクト支援

寄附金の配分対象事業に、従来の海外プロ
ジェクト（国連認証）に加え、国内の排出権（Ｊ
－ＶＥＲ）を追加。

（１） カーボンオフセット認証ラベル取得（環境省基準）

（２） カーボンオフセット・モデル事業

（３） カーボンオフセット推進ネットワークに参画

３ カーボンオフセット普及への貢献

４ＣＪ－０９００００７

http://www.4cj.org

２６
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カーボンオフセットはがき
寄附金助成２事業

【寄附金額：はがき１枚】
50円（料金）＋寄附金5円
【郵便事業㈱マッチング寄附金】
＋5円
【１枚あたり合計寄附金】
10円

１．オフセット事業

非営利団体が排出権を取得・
償却／無効化

【はがき寄附金＋郵便事業㈱
マッチング寄附金】

２．地球温暖化防止活動事業

オフセット事業申請団体が地球
温暖化防止活動（CO2削減活
動）を実施

【郵便事業㈱が助成金寄附】

カーボンオフセットはがきの寄附金助成２事業
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カーボン・オフセット認証ラベル
（4CJ-0900022）

カーボンオフセット年賀は、カーボン・オフ
セットの取り組みの信頼性を高めるために
環境省基準による第三者認証を取得しまし
た。

カーボンオフセット年賀：
http://yubin-nenga.jp/products/carbon.html

インターネット通販注文：

http://yubin-nenga.jp/redirect/07.html

エコ･アクション･ポイントプレゼント：
http://yubin-nenga.jp/products/ecoaction.html

平成23年用カーボンオフセット年賀
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【家庭部門からのCO2排出が増加】
・個人・家庭の努力による削減

・それでも増える家庭CO2排出をカーボン･オフセットで削減

【個人でできるカーボン･オフセット】

・年の初め、エアコンの夏に

「はがきを買うだけでカーボン・オフセット」

・はがき１枚で2.8ｋｇのカーボン･オフセット（平成21年度実績）
・10枚で家庭部門一人一週間分排出量26ｋｇ以上を削減
・520枚でその人は１年間カーボンニュートラルな生活

カーボンオフセットはがきでできること：
はがき購入者の家庭排出CO２のオフセット
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【個人のCO2削減量の見える化】
・エコ･アクション･ポイント登録でポイントゲットとCO2削減量の実績登録
・携帯で見える削減量

・企業／団体も法人エコ･アクション･ポイントで

【カーボン年賀１００枚年賀通販・切手SHOPサイトで購入】
・１００枚を単位として50ポイント提供
・CO2削減量 ２８０ｋｇを記録

・購入時のアクション不要

2月頃に購入者に通知
エコ･アクション・ポイント登録サイトで登録

エコ･アクション・ポイントのID取得のこと
参考：http://blog.post.japanpost.jp/csr/2010/10/23-2.html

カーボンオフセットはがきでできること：
はがき購入者の家庭排出CO２のオフセット
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【カーボンオフセットはがきが使うクレジット】

良質なクレジット

・CO2・メタン系、再生可能エネルギー系、森林由来、創出地域に貢献できるクレジット等
・CDM由来クレジット（CER) 平成20年度から
・オフセットクレジット（J-VER) 平成22年度から追加

【実績】

・平成20年度、21年度、22年度それぞれCER約４万トン
・平成22年度からCER＋J-VER

J-VERは平成22年度７プロジェクトから合計2,000トン
J-VER事業の立ち上がりに顕著な貢献
J-VERは1件１００ｔ以上から、CERは１０００ｔ以上から

【カーボン･オフセット普及に貢献度の高い案件を優先配慮】

・新しい地域・手法でのクレジット創出

カーボンオフセットはがき用排出権（クレジット）：
良質なクレジット
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【申請は非営利法人】

・申請できる法人（お年玉法）：NPO法人、公益法人
・取得・無効化：申請法人が行う（or 申請法人がクレジット提供事業者に指示して行う）
・登録口座を保有する（or 保有せずに指示にて行なう）

【クレジット提供事業者】

・商社・証券会社等

・プロバイダー（あんしんプロバイダー）

・クレジット創出者自身（申請団体・自治体等）

・その他

【申請時期・採否通知】

・申請：10月~11月頃 ・採否通知：翌年4月～5月頃

【年賀寄附金事務局への相談】

・いつでも受付中 申請相談塾も開催

カーボンオフセットはがき用J-VER：
取得・無効化の仕組み
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【カーボン･オフセット認証ラベル】

・平成22年かもめ～るカーボンオフセットはがきから認証ラベル印刷
・モデル事業で認証ラベルつきで多くの印刷物配布、広告宣伝

【カーボン・オフセットイベント】

・寄附金付年賀開始６０周年記念イベントを高知県J-VERによりカーボン･オフセットイベ
ントとした

【環境活動PRにカーボンオフセットはがき活用を】
・カーボン・オフセット認証ラベル付きのカーボンオフセットはがき活用で環境意識

の高さをPR
・エコ･アクション･ポイント連携

・はがき予約受付

郵便事業㈱のカーボン・オフセット活動：
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算定方法について（例示）

カーボンオフセットはがき１枚あたりのＣＯ２排出削減量
＝約２．８Kg

はがき１０枚購入により約２８Ｋｇオフセットすることができ、
これは１人当たりの家庭部門の１週間分の排出量（２６Ｋｇ）
に相当する。

（積算根拠）
家庭部門の排出量は年間で１億８，０００万ｔ
（参照：環境省「2007 年度の温室効果ガス排出量（確定値）について」）
人口 １２７，４９１，０００人
（参照：総務省「国勢調査 2010.2.22推計人口」）

（計算）
１億８，０００万ｔ/年間÷１２７，４９１，０００人＝１，４１１Ｋｇ

（１人あたりの年間排出量）

１，４１１Ｋｇ/年間÷３６５日＝約３．８Ｋｇ
（１人あたりの１日分の排出量）

約３．８/日×７日＝約２６Ｋｇ
（１人あたりの１週間分の排出量）
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ありがとうございましたありがとうございました。。


